
 20年ぶりの同級会で、生まれ故

郷の秋田県横手市増田に行ってきま

した。この増田地区には、主屋の背

後に土蔵を建て、これを鞘(サヤ)と

なる上屋建物で覆い、主屋に接続さ

せている｢内蔵｣が48棟も残ってい

ます。そして、その多くが観光客に

公開され、評判を呼んでいます。女

優の吉永小百合さんをモデルにＪＲ

のポスターになったり、皇太子が訪

問したりと、全国的に注目されてい

るようです。 

 家の中の蔵ですから、保存状態が

良いだけでなく、地元の左官技術の

粋を集めた造りで、芸術品とも言え

るような蔵ばかりです。 

 何よりも驚くのは、こうして公開

している建物のほとんどが、現在も

住民が居住したり店舗として営業し

たりしている家屋であることです。

地域の文化遺産を多くの皆さんに観

てもらいたいとの思いで公開してい

るとのことで、住んでいる人自らが

歴史や構造をガイドするサービスも

行っています。お宝を自ら公開する

住民主体の地域づくりです。 
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日本共産党上越市議会議員 

 介護保険サービスの自己負担引き上げ

などを盛り込んだ介護保険法｢改正｣案が

5月26日、参議院本会議で強行採決され

成立しました。衆議院22時間、参議院

16時間足らずの短い審議時間で、公聴

会も開かれないままの強行です。 

 今回の制度の見直しは、高額介護サー

ビス費の負担上限額の引き上げや現役並

み所得者の利用料３割化などの新たな負

担増、長期療養を担う療養病床の削減・

廃止、生活援助(訪問介護)のヘルパーの

配置基準の緩和・介護報酬の引き下げな

どです。 

(１)さらなる負担増 
 今回の改定で｢現役並み所得｣(年間収入

単身340万円以上、夫婦463万円以上)

の人の利用料が３割になります。全利用

者のうち12万人(３％)が該当します。 

 一部の人のように見えますが、そうで

はありません。今後は政令で所得水準を

変更することが可能になったため、医療

と同じ３割負担が際限なく広がることが

懸念されます。 

 また、介護給付金への総報酬割の導入

が段階的に行われ、40歳から64歳まで

の第２号被保険者の負担が変わります。

厚労省の試算では、健康保険組合や共済

組合で負担が大きく増え、協会けんぽは

少しだけ軽くなるとされています。その

ため、国は協会けんぽへの1400億円の

国庫負担を段階的に廃止する計画です。 

(２)患者押し流す受け皿 
｢介護医療院｣の創設 

 2013年に決定された｢地域医療構想｣

で、高齢化のピークの2025年に向けて

全国の病院のベッド数が134.7万床か

ら、119万床へ削減されます。介護療養

病床(6.1万床)は17年度末までに全廃す

る予定でしたが、国民の大きな反対でこ

れを23年度末まで延期しました。しか

し一方で、その受け皿として｢介護医療

院｣が創設されます。この｢介護医療院｣

は、①｢生活の場としての機能｣を兼ね備

え、②日常的に長期療養のための医療ケ

アが必要な重介護者を受け入れ、③ター

ミナルケアや看取りも対応するという触

れ込みですが、詳細は不明です。 

 しかし、17年３月の厚労省調査で

も、介護療養病床の85％が｢在宅支援体

制不備｣や｢治療中｣で｢退院が困難｣とい

う状況です。こうした中、介護療養病床

廃止の受け皿となり得るのでしょうか。 

(３)自立支援・重度化防止に 
向けた保険者機能の強化 

 17年４月からすべての自治体で、要

支援１･２の訪問介護・通所介護が｢総合

事業｣(安上りサービス)に移行されまし

た。上越市ではすでに一昨年から強行さ

れています。介護保険からの｢卒業｣や要

介護認定率の引き下げを推し進めた自治

体に、財政的な支援(調整受付金の傾斜配

分など)を行う仕組みで、各自治体に｢自

立｣(介護保険からの｢卒業｣･給付削減)を

競わせようとするものです。 

 厚労省の直接指導のもと、全国に先駆

げて｢総合事業｣が実施された三重県桑名

市の｢地域生活応援会議｣のもとでは、

｢介護保険から『卒業』させられても、

自立に至るのはわずかで受け入れ先がな

い。追跡調査では『卒業者』の10.6％

が２年以内に死亡｣という深刻な実態が

あります。 

(４)障害者福祉との統合 
｢共生型サービス｣の創設 

 昨年7月15日、政府は｢地域包括ケア

の深化･地域共生社会の実現｣を図るとし

て、厚労省内に｢我が事･丸ごと『地域共

生社会』実現本部｣を設置しました。そ

して、｢地域のあらゆる住民が役割を持

ち、支え合いながら、自分らしく活躍で

きる地域コミュニティを育成｣する｢共生

型サービス｣の創設計画を、介護保険法

｢改正｣法案とともに提出しました。 

 この計画では、｢制度･分野ごとの縦割

りや『支え手』『受け手』という関係を

超えて、地域住民や地域の多様な主体が

『我が事』として参画し、人と人、人と

資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つ

ながることで、住民一人ひとりの暮らし

と生きがい、地域を共に創っていく社会

の実現をめざす｣としています。 

 重要な点は、厚労大臣自らが｢我が国

の社会保障の基本は自助･互助･共助であ

り、それができないときに初めて公助が

ある｣と発言しているように、公的に保

障すべき支援を住民の活動(＝互助)に移

し替えようとしていることです。 

 公的福祉･社会保障の縮小･解体に向か

う新たな政策枠組みを創り、これにより

｢障害児･者と高齢者サービスを合体さ

せ、『共生型サービス事業所』として一

体的なサービスの提供が可能になる｣と

しています。介護保険と障害者施策との

実質的な｢統合｣です。しかし、肝心な人

員体制や報酬などはこれからの検討で、

明らかにされていません。 

 このような状況の中、市は住民の福祉

の守り手として、負担増での生活困窮、

総合事業への移行での新たな負担や要介

護状態の悪化、事業所の経営困難などの

地域の実態に目を向け、悪政の防波堤と

しての役割を果たすべきです。 


